
年度

１　特定テナント等事業者の概要

 (1)　特定テナント等事業者の氏名（法人にあっては名称）

 (2)　特定テナント等事業所の概要

 (3)　特定テナント等事業所の要件

以上㎡

通信業

㎡事業所
の種類

29,533

宿 泊 前年度末

教 育 前年度末

情 報 通 信 前年度末

29,533

千kWh 以上

㎡

主 た る 用 途

前年度末

電 気 使 用 量

使 用 床 面 積 前 年 度 末 日 時 点 5,000 ○

前 年 度 一 年 間 6,000

事務所

特定テナント等事業所の延べ面積 前年度末

G_情報通信業

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

2018

特定テナント等地球温暖化対策計画書

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

前年度末

G37

産 業 分 類 名

業
種
等

事業の
業　種

分 類 番 号

放 送 局

通信業

特定テナント等事業所の名称

㎡

㎡

用
途
別
内
訳

事 務 所 前年度末 ㎡

商 業 前年度末

工場その他上記以外

駐 車 場

物 流

㎡

文 化

㎡

事 業 の 概 要

電気通信事業等を営むオフィスビルで利用
【法人のお客さま向けサービス】
○お客さまの経営課題を解決するソリューションの提供
○国内外のIPネットワーク／データ通信サービス
○データセンター／コロケーション／ホスティング
○国内／国際電話サービス、フリーダイヤル／ナビダイヤル、IP電話サービ
ス、電話会議サービス等
【個人のお客さま向けサービス】
○ISPサービス／IP電話サービス／映像・音楽等各種コンテンツ配信サービス
／オンラインストレージサービス等
○国内／国際電話サービス

㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末

㎡

㎡

医 療 前年度末



 (4)　特定テナント等事業所の使用開始時期

 (5)　計画書作成の担当部署

２　地球温暖化の対策の推進体制

３　指定（特定）地球温暖化対策事業者との協力に関する措置

事 業 所 の
使 用 開 始 年 月

2008 年 3 月

名 称 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社　総務部 CSR・環境保護推進室

03-6700-4225

ビルオーナーが定期的に開催する省エネ推進会議等へ参加し、求められている節電対策には積極的に実施してい
る。

連絡先（電話番号等）



４　地球温暖化の対策の推進に係る目標

５　目標を達成するための措置の計画及び実施状況 単位：点検表の対策項目数

６　その他の取組（任意）

該当無

小計加点項目

実施予定

小計

実施済

2018
年度

2019
年度

未定

0 0 1

合計 29

計 画
期 間

目標

◆目標：消費エネルギーについては、前年度と同等又は2010年度比30%以下に削減する。
◆主な具体的な継続対応項目
①照明：不要照明の消灯の励行
②空調：東京都推奨温度設定及びクールビズ対応を実施
③OA機器：省エネモード設定
④その他：集約印刷の初期制約の実施、３up４downの推進
⑤体制：温室効果ガス削減WGと社内オフィスWGと連携を図り、全社で削減を推進。

2015 年度まで年度から 2019

0推進体制の整備

運用・導入対策

対象項目

業種
（事務所）

対策分類

01212

17 17 0

備考

0

2020
年度

1

0

0 0

00

0

0 0

29 0 0 0 0 0



７　特定温室効果ガス排出量
 (1)　特定温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (2)　特定テナント等事業所の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況

単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

備考

年度 2019 年度

延べ面積当たり
特定温室効果ガス

年度排出量
99.0

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

年度 20162015

2,938 2,938 2,931

2018年度 年度 年度2019

2015 年度 2016 年度

年度

2018

99.2

2017

99.5

年度2017


